


















































































































































































































































































企業理念 28 58.3% 13 27.1%  3  6.3% 4 8.3%
事業内容 10 20.8% 31 64.6%  6 12.5% 1 2.1%
生産・サービス技術  6 12.5% 28 58.3% 11 22.9% 3 6.3%
販売エリア  9 18.8% 31 64.6%  7 14.6% 1 2.1%
仕入先  4  8.3% 29 60.4% 13 27.1% 2 4.2%





















１位 16 33.3% 1 2.1% 17 35.4%  7 14.6% 0  0.0%  6 12.5% 1 2.1%
２位 12 25.0% 4 8.3% 14 29.2% 11 22.9% 1  2.1%  5 10.4% 1 2.1%
３位  5 10.4% 4 8.3%  8 16.7%  9 18.8% 8 16.7% 11 22.9% 3 6.3%
企業の永続的な成長・発展のために重視してきた事柄について６項目（市場開発，仕入
先開発，技術・商品開発，人材開発，広告宣伝（販促活動），社風の維持）の中から１～








































実施 25 52.1%  0  0.0%  7 14.6%  0  0.0%  4  8.3%  0  0.0%
1941～88年の間
に実施  5 10.4%  4  8.3%  2  4.2%  2  4.2%  3  6.3%  2  4.2%
1989年以降に
実施  1  2.1%  3  6.3%  4  8.3%  1  2.1%  8 16.7%  5 10.4%
いつからかは
不明 10 20.8%  3  6.3%  9 18.8%  2  4.2%  7 14.6%  2  4.2%








100% 70～99％ 50～69％ 30～49％ 29～10％ ９％以下




































のれん（ブランド） 30 62.5% 13 27.1% 2 4.2% 2 4.2% 1 2.1%
地域への貢献 24 50.0% 17 35.4% 4 8.3% 2 4.2% 1 2.1%
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〔抄　録〕
近年，我が国を取り巻く大きな社会変動要因として指摘される事柄のひとつが，人口減
少と少子高齢化であるといわれている。このことは国内市場を中心に活動を行っている企
業にとって将来的にターゲットとする市場が縮小することを意味し，また，地方公共団体
にとっては生産年齢人口と同時に労働力人口も減少していくわけであり，基本的に税収も
減少していくことを意味している。地方自治体にとって中央政府が小さい政府を志向する
ようになった現在，これまでの収入構造を見直し，自助努力によって新たな収入源を確保
していくことが求められている。また，2000年に施行された地方分権一括法により地域の
行政は行政地域を単位として自立するという方向に向かっているといわれる。このため，
地方自治体は住民の増加策はもとより，地域経済の振興，就業機会の拡大等を図っていく
ことが求められている。地域経済の活性化のためには，地元企業，特に永年地元の消費者
の強い支持を得て存続成長してきた長寿企業の力，および市民，行政，商工会議所などス
テークホルダーの協働による集合知を発揮できるような仕組みを構築し，その仕組みが継
続して機能するようにしていくことが重要になっている。
